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双葉町の復興の現状と課題

福島県双葉町長

伊澤 史朗 (いざわ・しろう)

麻布獣医科大学卒業，イザワ動物病院を開院。
双葉町議会議員，同副議長を経て 2013 年から
現職。現在は 3期目。

平成 23 年 3 月 11 日に発生した東日本大震災および東京電力福島第一原子力発電所の事故から間もなく

11 年が過ぎようとしていますが，当町では現在も全町避難が続いており，町民の方々は未だに全国 42 都道

府県で避難生活を余儀なくされています。平成 25 年 3 月に初めて町長に就任してからこれまでの経過を振

り返ると，その時々に大きな決断を迫られたことが思い出されます。町長就任から 2ヵ月後の平成 25 年

5 月には警戒区域および避難指示区域の見直しが行われ，町内は帰還困難区域(96 ％)と避難指示解除準備区

域(4 ％)に再編されました。避難指示解除準備区域は立入が自由にでき，除染やインフラ復旧による環境整

備が進められましたが，一方で帰還困難区域については許可無く立入することはできない地域となり，その

後，手付かずの状態が長期間続くことになりました。

平成 29 年 5 月には帰還困難区域に関する政府方針が出され，平成 29 年 9 月に「双葉町特定復興再生拠点

区域復興再生計画」が内閣総理大臣の認定を受け，この計画に基づき特定復興再生拠点区域内(約 11 ％)の除

染・建物解体，インフラ復旧など本格的な環境整備にようやく取り組むことができました。令和 2年 3月

4日には念願だった避難指示解除準備区域(4 ％)と駅周辺の一部の避難指示が解除されるとともに，特定復

興再生拠点区域の立入制限が緩和され，同年 3月 7日には常磐自動車道 常磐双葉インターチェンジが開通，

3月 14 日には JR常磐線が全線開通し，町内への公共交通アクセスが大幅に向上しました。この令和 2年の

避難指示解除は，町への帰還が現実的に実感できた瞬間でした。同年 9月 20 日には中野地区復興産業拠点

区域内に「福島県東日本大震災・原子力災害伝承館」が開館し，10 月 1 日には「双葉町産業交流センター」が開

所したことにより，避難指示解除された区域には県内外から多くの方が訪れるようになり，また，働く拠点

として多くの就業者が集う場となって震災後からようやく活気あふれる街へと変化し始めました。

今後，町では令和 4年 6月以降に特定復興再生拠点区域(約 11 ％)の避難指示解除を目指しており，令和

4年 1月 20 日から始まった準備宿泊では町への帰還を希望する町民の方が町内での生活を始めています。

この準備宿泊は町への帰還に向けた大きなスタートであり，町への帰還をより実感できる出来事になってい

ます。この避難指示解除にあわせて，現在，いわき市東田町にある役場本体機能は令和 4年 8月末には JR

双葉駅東側に整備している役場仮設庁舎に移転し，町内での本格的な業務が再開します。

震災から 11 年が経過し，ようやく町内で人が生活できるようになり役場業務が再開できることは，震災直

後には想像すら難しいことでした。これまで長い時間が掛かってしまったものの，今後も商業施設や病院，

学校，居住環境などの整備課題を解決しながら，初めは少ない人口になるかも知れませんが，新しい魅力あ

るまちづくりに向けて少しずつ町の復興に向けた歩みを続けて行きたいと考えています。

(2022 年 2 月 28 日 記)

( 1 )日本原子力学会誌，Vol.64，No.4 (2022)

185



02-03_vol64_4-O_時論_PK.smd  Page 1 22/03/07 17:27  v4.00

時論 露宇紛争という現実が照らす世界的脱原発論の虚実
山本 一郎 (やまもと・いちろう)
個人投資家・作家
1973 年，東京生まれ。慶應義塾大学卒。2000
年，IT 関連のコンサルティングやコンテン
ツの企画・制作を行う I&P 社を設立。ベン
チャービジネスや技術系企業の財務・資金調
達など技術動向と金融市場に精通。著書に
『情報革命バブルの崩壊』など多数。

SDGs(持続可能な開発目標)が叫ばれ始めて久しいが，
何をもって持続可能とし，望ましい活動，研究，事業，
投資，学問とするのかはその都度，世界的な情勢が変化
するごとに変わってしまいます。もっとも大きい問題と
して SDGs が掲げるテーマのひとつは温暖化対策であ
り，その温室ガスで影響が大きいとされる二酸化炭素の
排出削減を具体的に各国が実施・完遂することが大事だ
ということで，各種国際会議でもテーマが固められ，二
酸化炭素排出削減に対するゴールを定め，その手段とし
て再生エネルギーの拡大がコミットされています。
わが国でも，パリ協定で定められた 5年ごとに提出す
る「『国が決定する貢献(NDC)』で二酸化炭素を含む温暖
化ガスの排出削減計画を策定し，事実上の国際公約とす
るなかで，前回のCOPでは「2030 年度において，温室効
果ガスを 2013 年度から 46 ％削減することを目指す」と
している。経済産業省でもカーボン・ニュートラルを目
指した日本の新たな「エネルギー基本計画」の内容詳細を
発表しています。
他方，欧州を含めた世界的な寒波の到来と，資源国ロ
シアによるウクライナへの軍事圧力の高まりという地政
学的リスクが目の前で発生した結果，欧州においては再
生エネルギーを巡る議論が大幅な後退を余儀なくされて
いるのも事実です。ロシアがソビエト連邦時代の友邦ウ
クライナに対して事実上の併合を目指す一方，ウクライ
ナの西側軍事同盟である NATO(北大西洋条約機構)へ
の加盟をめぐる動きでロシアのある種の被害妄想的な外
交強硬策に晒され，ロシアからの天然ガスパイプライン
「ノルドストリーム 2」からのエネルギー供給が止まる
と，エネルギーを依存していたドイツほか欧州各国のエ
ネルギー情勢は大幅に悪化してしまう。理想を高く掲
げ，国家経済を支えるエネルギーの相応の割合を，化石
燃料や原子力発電に比べて明らかに大幅に割高である再
生可能エネルギーで支えるというドイツを中心とした欧
州のエネルギー政策はロシアの軍事的圧力の前に崩れ去
ろうとは，誰が予想したでしょうか。
実際本当にロシアからのエネルギー供給が止まってし
まったため，日本も欧州に対して当面使用しない量の

LNG の緊急輸出を余儀なくされたほか，地続きの欧州
全体のエネルギー供給を再構成しなければならなくなっ
たのは，何とも皮肉なことです。
当面は，この冬をしのぐためのエネルギー供給を世界
的に融通するということで，LNG 価格の急騰は飲み込
まなければならない一方，中長期的に，一度世界のみん
なで決めてしまった SDGs に対する再生エネルギーの位
置づけを修正しないことにはエネルギー供給が途絶え，
持続可能な開発目標のためにエネルギー不足になり経済
が大幅に停滞して最悪人が亡くなってしまうという本末
転倒なことが起き得ます。
そこで，背に腹がかえられなくなった EU(欧州連合)
の委員会が，2月 2日に下した決断は「原発と天然ガスを
地球温暖化抑制につながる投資先と認める」というタク
ソノミー(分類)法案です。化石燃料の一部でしかない天
然ガスをエネルギー源とすることのどこが地球温暖化抑
制に資するのかいまひとつピンとこない決定である一
方，22 年いっぱいで最後の原子力発電所 3基の廃炉を実
施し脱原発を完遂するドイツや，少ない人口を再生エネ
ルギーで賄っているデンマーク，またエネルギー調達を
する外貨に乏しく再生エネルギーに国家資本を総動員し
てきたスペインなどがこのタクソノミーに反対をしてい
ます。他方，国家のエネルギーの 7割を原発に依存して
いるフランスや，ロシアのウクライナ侵攻より前からエ
ネルギーの脱ロシアを模索してきた東欧諸国などは，主
要なエネルギー源に原子力を活用することには前向き
で，おそらくEUとしても現実に敗れつつある理想論は
脇に置き，高騰し続けるエネルギー価格の調整をしなけ
れば「ドイツ主導の脱原発路線」は盛大にハシゴ外しとな
りかねません。
他方，世界に目を転じると原子力発電所は建設ラッ
シュです。脱原発を叫んでいた当のヨーロッパでは，建
設中の原子力発電所は 15 基，計画中は 37 基ある一方，
日本を除くアジア全般で言えば建設中は 35 基，計画中
はなんと 56 基あるとされます。SDGs の達成目標のた
めに脱化石燃料の手段として原子力を選び，また，エネ
ルギー高騰で調達費用が経済を痛めることを怖れて，ど
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のような世界経済の状況であってもエネルギー危機を起
こさないために，再生エネルギー，化石燃料，原子力発
電などを中長期的にバランスよく調達できるエネルギー
政策が安全保障の観点では資する，と各国が判断してい
る所以ではないかと考えられます。
また，原子力発電への回帰はベースロード電源の確保
という意味において，SDGs が進める脱二酸化炭素政策
ではガソリンエンジンを搭載した自動車に対する風当た
りの問題もあります。何よりも，いま日本をはじめ各国
で稼働しているガソリン自動車を仮に EV(電気自動車)
や PHV・PHEV(プラグインハイブリッド車)へ移行しよ
うとするならば，いまの電力インフラに 2.5 倍から 3倍
近いベースロード電源が必要になるという試算があり，
理想的で野心的な目標というよりは，むしろ電力系イン
フラに対する負担が大きすぎてその投資金額を考えると
まったく持続可能とは言えない効率の悪さになりかねな
い怖れもあります。もちろん，ガソリン自動車がダイレ
クトに環境に対する負荷を与えていることは間違いな
く，ガソリンを各車両に供給するための配送やガソリン
スタンドなどの別のインフラも社会全体のコストと考え
るとガソリン車からEVへは必然的に移行する可能性は
ありますが，それであったとしても，移行スピードやイ
ンフラの拡大，電源の確保はより長期的で確実な計画が
必要とされる分野です。
何より，これらのエネルギー転換が世界的潮流となる
中で，本当に脱炭素の枠組みで原子力がその移行期に強
い存在感を示すことは間違いなく，その場合に，充分な
原子力産業に携わる人材育成ができているのか，必要な
研究開発費が充当されているか，世界的なエネルギーイ
ンフラ輸出の潮流の中で日本は存在感を示せているか
は，より強く問われていかなければなりません。
もちろん，10 年前の東日本大震災に伴う福島第一原発
事故で，悲惨な環境問題を引き起こした教訓を忘れては
ならないのは言うまでもありません。しかし，エネル

ギー輸入国であると同時に再生エネルギーでも好立地と
は言えない日本が手がけておかなければならないことは
多くあります。いつまでも高騰を続けるエネルギーを輸
入し続けるよりは，稼働の安全性に配慮を欠かさず，核
廃棄物処理の問題も視野に入れて，足元の人材育成・研
究開発から，世界で戦えるインフラ輸出産業への脱皮を
していく必要があります。
三菱重工業が仏 Framatome 社への出資やナトリウム
冷却高速炉の開発へと駒を進める一方，日立製作所系の
GE 日立ニュークリア・エナジーが次世代原子力の
「SMR(小型モジュール炉)」を推進し大型受注に漕ぎ着
けている。第 4世代原子炉である熱中性子炉の発展も期
待される中，むしろ SDGs による脱炭素経済の圧力や地
政学的リスクのほうが原子力の技術力や安全性，経済合
理性より優先されてしまうという，「経済より政治」とい
う現代国際社会の流れを象徴している。理想高くあれだ
け SDGs を議論して脱原発への方針をリードしていたの
に，いざエネルギーが途絶しそうになるとご都合主義的
に原子力発電が温暖化ガス抑制に資すると認められて，
脱原発を叫んだ環境主義者たちのハシゴが外れてみんな
落下してしまっています。
しかしながら，状況が変われば政治の側がコロコロと
主張が変わることがあるのだとしても，エネルギー政策
は 20 年から半世紀のスパンで考えるべきものである。
目の前の事象で一喜一憂してはならないのは言うまでも
ないことです。必要となるのは，人間が生きていくにあ
たって欠かすことのできないエネルギーを賄うのに，人
間の叡智がどんな未来を描きながら適切に，安全に，ふ
さわしい手段を実現するかにかかっています。その実現
を支える知見，技術としての原子力関連もまた，安全を
最優先として，半世紀を見据えて人を作り，投資を促し，
世界を相手に事業ができるよう政策を固めていかなけれ
ばなりません。
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